







































30ha ~カントンが購入したものだということであった。 1874 年にカントンの強制
労働施設 (Zwangsarbeitsanstalt) としての歩みを開始した後， 1926年に労働教育施

















して，定員 16名の閉鎖区間(以下， I閉鎖区」という)5)，少年用の教育ホーム (Er
ziehungsheim)を併設する定員 24名の開放区画(以下， I開放区Jという)，定員 8名
の釈放準備じま画(以下， I釈放区j という)があり(総収容定員 48名)，サーグィス提
供部門として，社会教育/医療部門，訓練/教育部門(職業訓練，発達促進訓練，労
働教育，技術指導，就労支援)，管理部門(織員管理，経理，被収容者管理，施設管恕，
調理)がある。また， 5名まで収容が可能な懲罰室 (Disziplinarzelle) と開放区・釈
放区用に 2名を収容可能な医務室 (Krankenzimmer)が完備されている。これらの
うち，センターの近隣に設寵されている釈放区 (Steigstrasse35， 8610 Uster)以外
は，すべての区画と部門がセンターひとつに集中しているはurcherstrasse100， 8142 





25歳未満)に対して，①刑法 110条の 2にもとづく労働教育処分 (Arbeitserzie同
hungsmassnahme) ，②刑法 44条 6項にもとづく麻薬依存者 (Rauschgi丘suchtト
gen) に対する処分，少年 (18歳未満)に対して，③刑法 93条の 2第2項にもと





































































































































当たり 16.20Fr (1月当たり 340Fr)， 2年尽は 22.40Fr (470 Fr)， 3年目は 36.70Fr 
(770 Fr)， 4年目は 48.60Fr (1020 Fr) とされている。他方，非経験者については， 1 
年目は 1日当たり 14.80Fr (1 FI当たり 310Fr)，2年目は 19.05Fr (400 Fr)， 3年呂は
23.25 Fr (490 Fr・)とされている。また，指導責任者は，月ごとに，仕事の正確性，
作業態度，共同作業，信頼性，作業の質と量，規律性，傾注と持続，材料や道具・
機械の使い方，熟練者の労働日誌の内容，非熟練者の自主性，にもとづいて対象者
を評価して， 1 (ものにならない)， 2 (特に劣る)， 3 (劣る)， 3.5 (劣るから充分までの
関)， 4 (充分)， 4.5 (充分から優秀までの間)， 5 (優秀)， 5.5 (特に優秀)， 6 (抜群)
に点数化し，賞与の算定基準とする。 l年間の点数が 40以上の者は教育年数や緩
数年数に関係なく賞与を?請求でき， 40点に対する 40Frを基礎額として， 41点か
ら56点までの者には 1点につき 10Frが加算され， 57点が 212Fr， 58点が 224Fr，











おり， 1200 Fr以上は 180Fr， 1400 Fr以上は 225Fr， 1600 Fr以上は 270Fr， 1800 Fr 
以上は 325Fr， 2000 Fr以上は 380Fr， 2200 Fr以上は 440Fr， 2400 Fr以上は 500Fr， 
2600 Fr以上は 570Fr， 2800 Fr以上は 640Fr， 3000 Fr以上は 720Fr， 3200 Fr以上は






































































































































































































































6) 訪問時には，常勤職員 60名のほか非常勤職員が 12名との説明がされたほか，セ
ンター退職者の何人かが近隣に居住して日常的な支援に当たっているということで
あった。特に，宗教，一般医療，スーパーパイザーについては，外部からの協力な
しには成り立ちえないとの認識が明らかにされた。他方， 2007年度のデータでは，
常勤 60名，非常勤なし，外部協力者2名となっている。あるいは，訪問符の説明
は，厳密には非常勤職員としてデータに記載されない私的な外部支援者などの数を
含むものであったのかもしれない。
7) 特に，新61条によって，若年足立入用の労働教育処分施設と他の保安処分施設と
の区別の必婆性が明文化されたため，若年成人の薬物{衣幸子者に対する処分はセン
ターの管轄外にi憶かれることになった。また，新 61条4項によれば，若年成人の
処分は例外的に 29歳満了まで継続しうることになっているが，センターでは 26歳
未満を限度としているようである。
8) これらの施設は，必要に応じて，地域の活動のためにも開放されている。また，
閉鎖区においては，建物に臨まれた中)廷が運動に使用されているほか，建物の登を
利用してフリークライミング尽の設備(被収年筆者の手作りの突起物)が設霞されて
いfこ。
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